
■当資料は、情報提供を目的として、三井住友アセットマネジメントが作成したものです。特定の投資信託、生命保険、株式、債券等の売買を推奨･勧誘
するものではありません。■当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。■当資料の内容は作成基準日現在のもので
あり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、
今後の市場環境等を保証するものではありません。■当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を
保証するものではありません。■当資料にインデックス･統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾
者に帰属します。■当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本文とは関係ない場合があります。 

2016年11月8日 「ハードブレグジット」（欧州） 
2016年10月6日 「イタリア国民投票」の日程が決定（欧州） 
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 世論調査では、判断を保留している人も全体の4分の

1程度いることから、依然として結果は流動的です。 

 政党支持率を見ると、夏以降は与党・民主党が支持を

回復しており、主な野党である5つ星運動はやや支持を

落としてきています。ただし、元民主党党首のベルサニ氏

をはじめ、与党内でもレンツィ首相の改革に否定的な勢

力がおり、与党が一丸となって上院改革を推し進めている

とは言えない状況です。 

政権交代が懸かる「イタリア国民投票」（欧州） 
イタリアでは、今週末の12月4日に国民投票が予定されています。今回の国民投票は、上院の定数の削減お

よび内閣不信任などの権限をなくすなどの憲法改正の是非を問うものです。この上院改革により、下院で法案

が通過しやすくなることから、イタリアの構造改革の進展が期待されています。また、レンツィ首相は就任時に選

挙で選出されていないことから、今回の国民投票は事実上、レンツィ氏の信認を問うものともなっています。 

世論調査は反対派がやや優勢 
判断を保留している割合も多く、結果は未だ見えにくい 

否決ならば政権交代、政治的不確実性が高まろう 

判断保留の割合も高い 
与党の支持率はやや優勢だが、党内のまとまりはなし 

 国民投票で憲法改正が否決された場合には、レンツィ首相が辞任する意向を示しているため、官僚を中心と

するテクノクラート政権が誕生する可能性や、議会を解散して早期の総選挙となる可能性があります。総選挙

となった場合、民主党と5つ星運動による激しい選挙戦が予想されます。反EUを掲げ、若者の人気を集めて

いる5つ星運動が勝利した場合には、欧州各国で反EUの勢いが強まることが懸念されます。「イタリア国民投

票」の結果によっては、2017年に欧州各国で予定される選挙に影響を与える可能性にも注意が必要です。 

 イタリアでは、上下院がほぼ同程度の権限を有しており、両院で「ねじれ」の状態にある時など、法案がなかな

か成立しません。これに対し、上院の定数を315から100へと削減し、上院の内閣不信任や予算承認などの

権限をなくすなどにより、上院の権限を大幅に弱めて下院で法案を通過させやすくする上院改革の憲法改正

の是非を問う国民投票が、12月4日に予定されています。 

 最近の世論調査では、憲法改正の反対派が賛成派を上回る結果となっています。レンツィ首相の下でも景

気があまり改善せず、失業率が高止まりする中で改革を支持しない国民が増えていると見られます。 

http://www.smam-jp.com/market/report/keyword/eu_africa/key161006eu.html
http://www.smam-jp.com/market/report/keyword/eu_africa/key161108eu.html

